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１ 【当四半期決算に関する定性的情報】 

(１)【連結経営成績に関する定性的情報】 

当第 3四半期連結累計期間の経常収益は、貸出金利息が減少したことなどから、前年同四半期累計期間比 43億 82百万

円減少の 706 億 43 百万円となりました。経常費用は、外貨の資金調達コストが増加したことなどから、前年同四半期累計期間

比22億35百万円増加の567億9百万円となりました。 

以上の結果、経常利益は前年同四半期累計期間比 66億 17百万円減益の 139億 34百万円となりました。また、親会社株

主に帰属する四半期純利益は、前年同四半期累計期間比30億94百万円減益の98億19百万円となりました。 

(２)【連結財政状態に関する定性的情報】 

当四半期末の総資産は、前連結会計年度末比2,520億円増加し5兆5,943億円となりました。貸出金は前連結会計年度末

比 1,603億円増加の 3兆 1,101億円、有価証券は前連結会計年度末比 78億円増加の 1兆 7,924億円となり、預金は前連結

会計年度末比390億円増加の4兆3,849億円となりました。 

(３)【連結業績予想に関する定性的情報】 

当第3四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純利益は、平成28年11月11日公表の平成29年3月期の

通期業績予想対比で約87％の進捗率となっておりますが、経営環境等、今後の動向を見極める必要があることから、平成29

年3月期通期の業績予想につきましては変更ありません。 

２ 【サマリー情報（注記事項）に関する事項】 

会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32

号 平成28年6月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年4月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に

係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 なお、この変更による当第3四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微でありま

す。 

（会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更） 

当行は平成28年4月1日以後に取得した建物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32

号 平成28年6月17日）を適用し、平成28年4月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法

から定額法に変更することに伴い、建物本体についても、従来より一体利用していた事実を重視し、償却方法を合わせた方が、経

営の実態をより適切に期間損益に反映できると判断したため変更を行ったものであります。 

 なお、この変更による当第3四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微でありま

す。 

（追加情報） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日）を第１四半期連結

会計期間から適用しております。 
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３【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部

現金預け金 448,898 529,299

買入金銭債権 16,506 17,555

商品有価証券 2,251 2,010

有価証券 1,784,598 1,792,441

貸出金 2,949,815 3,110,177

外国為替 11,203 10,961

その他資産 74,212 75,443

有形固定資産 44,493 44,447

無形固定資産 10,652 12,168

繰延税金資産 723 763

支払承諾見返 14,500 13,584

貸倒引当金 △15,605 △14,514

資産の部合計 5,342,251 5,594,339

負債の部

預金 4,345,839 4,384,911

譲渡性預金 199,197 190,422

債券貸借取引受入担保金 192,047 318,285

借用金 197,067 290,452

外国為替 131 368

その他負債 45,067 43,199

役員賞与引当金 103 ―

退職給付に係る負債 6,578 5,156

役員退職慰労引当金 31 31

睡眠預金払戻損失引当金 454 364

偶発損失引当金 1,006 835

特別法上の引当金 16 12

繰延税金負債 14,991 15,235

再評価に係る繰延税金負債 5,533 5,532

支払承諾 14,500 13,584

負債の部合計 5,022,567 5,268,392

純資産の部

資本金 32,776 32,776

資本剰余金 25,987 25,152

利益剰余金 193,584 196,202

自己株式 △6,777 △2,869

株主資本合計 245,571 251,261

その他有価証券評価差額金 57,002 55,879

繰延ヘッジ損益 △422 △339

土地再評価差額金 6,931 6,930

退職給付に係る調整累計額 △4,423 △3,725

その他の包括利益累計額合計 59,088 58,744

新株予約権 508 467

非支配株主持分 14,515 15,474

純資産の部合計 319,683 325,947

負債及び純資産の部合計 5,342,251 5,594,339
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

経常収益 75,026 70,643

資金運用収益 40,388 38,504

（うち貸出金利息） 24,495 22,355

（うち有価証券利息配当金） 15,472 15,743

役務取引等収益 14,055 13,158

その他業務収益 3,554 2,353

その他経常収益 17,027 16,627

経常費用 54,474 56,709

資金調達費用 2,693 3,340

（うち預金利息） 1,458 854

役務取引等費用 3,468 3,565

その他業務費用 391 895

営業経費 35,076 35,451

その他経常費用 12,843 13,456

経常利益 20,551 13,934

特別利益 2 4

固定資産処分益 2 0

金融商品取引責任準備金取崩額 ― 3

特別損失 51 21

固定資産処分損 35 19

減損損失 16 2

税金等調整前四半期純利益 20,502 13,916

法人税、住民税及び事業税 4,453 3,177

法人税等調整額 1,976 260

法人税等合計 6,430 3,437

四半期純利益 14,072 10,479

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,157 659

親会社株主に帰属する四半期純利益 12,914 9,819
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 14,072 10,479

その他の包括利益 △6,019 △32

その他有価証券評価差額金 △6,380 △813

繰延ヘッジ損益 29 83

退職給付に係る調整額 331 697

四半期包括利益 8,052 10,446

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 9,222 9,478

非支配株主に係る四半期包括利益 △1,169 968
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（３） 【継続企業の前提に関する注記】 

当第3四半期連結累計期間（自 平成28年4月1日 至 平成28年12月31日） 

 該当事項はありません。 

 

（４） 【株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記】 

当第3四半期連結累計期間（自 平成28年4月1日 至 平成28年12月31日） 

 該当事項はありません。 

 

４ 【参考資料】 

（１） 【単体損益の概況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：億円) 

  

29年3月期 

第3四半期

（A） 

28年3月期 

第3四半期

（B） 

比較 

（A）－（B） 

 
(参考) 

28年3月期 

業務粗利益 １ 431 472 △40 604 

（除く国債等債券損益（５勘定尻）） ２ (436) (467) (△31) 

 

(599) 

 資金利益 ３ 356 373 △16 475 

 役務取引等利益 ４ 68 70 △2 95 

 その他業務利益 ５ 6 27 △21 33 

 （うち国債等債券損益） ６ (△4) (4) (△9) 

 

(4) 

経費（除く臨時処理分） ７ 314 310 3 414 

 うち人件費 ８ 178 176 1 235 

 うち物件費 ９ 117 116 1 157 

実質業務純益                        【144】  １０ 117 161 △43 190 

 コア業務純益                             【144】   １１ 121 156 △34 185 

一般貸倒引当金繰入額① １２ ― ― ― ― 

業務純益 １３ 117 161 △43 190 

臨時損益 １４ 11 25 △14 27 

 うち不良債権処理額② １５ 12 6 5 8 

 （貸倒償却引当費用①＋②） １６ （12） （6） （5） (8) 

 うち貸倒引当金戻入益 １７ 5 14 △8 18 

 うち偶発損失引当金戻入益※ １８ １ 0 １ 0 

 うち償却債権取立益 １９ 4 9 △4 11 

 うち株式等関係損益 ２０ 10 6 4 3 

経常利益                         【146】 ２１ 129 187 △58 217 

特別損益 ２２ △0 △0 0 △1 

 うち固定資産処分損・減損損失（特別損失） ２３ 0 0 △0 14 

税引前四半期(当期)純利益 ２４ 128 186 △57 215 

法人税、住民税及び事業税 ２５ 24 38 △13 48 

法人税等調整額 ２６ 3 19 △１6 24 

四半期(当期)純利益                  【110】 ２７ 100 128 △27 142 

《参考》    

ネット信用コスト １２＋１５－１７－１８－１９        【2】  ２８ 0 △18 18  △21 

（注）・【 】は28年度通期予想値 

・※与信関連の信用コスト相当分のみ計上 

○ 業務粗利益…前年同四半期比40億円減益の431億円となりました。 

資金利益は16億円、役務取引等利益は2億円、その他業務利益は21億円それぞれ減少しました。 

○ コア業務純益…前年同四半期比 34億円減益の121億円となりました。 

○ 経常利益…コア業務純益の減益に加え、国債等債券損益が 9億円減少したことや、ネット信用コストが 18億円増加したことから前

年同四半期比58億円減益の129億円となりました。 

○ 四半期純利益…前年同四半期比27億円減益の100億円となりました。 
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（２） 【金融再生法ベースのカテゴリーによる開示】 

 

 

 

 

【単体】 
 （単位：億円）   （参考） （単位：億円） 

 平成28年12月末(Ａ) 平成27年12月末(Ｂ) 
比較 

（A）－（B） 

 
平成28年9月末 

破産更生等債権 42 43 △1  44 

 破綻先債権 10 16 △6  12 

 実質破綻先債権 31 27 4  31 

危険債権 444 479 △35  443 

要管理債権 55 46 8  53 

小計 542 570 △27  541 

正常債権 31,536 29,663 1,872  31,103 

債権額合計 32,078 30,234 1,844  31,644 

 

○債権総額に占める割合 

 （単位：％）    （参考）  （単位：％） 

 平成28年12月末(Ａ) 平成27年12月末(Ｂ) 
比較 

（A）－（B） 

 
平成28年9月末 

破産更生等債権 0.13 0.14 △0.01  0.14 

 破綻先債権 0.03 0.05 △0.02  0.03 

 実質破綻先債権 0.09 0.09 0.00  0.10 

危険債権 1.38 1.58 △0.20  1.40 

要管理債権 0.17 0.15 0.02  0.16 

小計 1.69 1.88 △0.19  1.71 

正常債権 98.30 98.11 0.19  98.28 

債権額合計 100.00 100.00   100.00 

                                    

 

（３） 【自己資本比率（国内基準）】 

 

 

  

【連結】 

                   （単位：億円）   (参考)    (単位：億円) 

 平成28年12月末(Ａ) 平成27年12月末(Ｂ) 比較（A）－（B）  平成28年9月末 

（１）自己資本比率  （２）／（３） 11.08％ 11.78％ △0.70％ 11.26％ 

（２）自己資本 ①－② 2,691 2,698 △7 2,679 

 コア資本に係る基礎項目 ① 2,725 2,718 6 2,712 

 コア資本に係る調整項目 ② 33 20 13 32 

（３）リスクアセット（注） 24,271 22,895 1,375 23,796 

（４）総所要自己資本額 970 915 55 951 

  

【単体】 

                   （単位：億円）   (参考)    (単位：億円) 

 平成28年12月末(Ａ) 平成27年12月末(Ｂ) 比較（A）－（B）  平成28年9月末 

（１）自己資本比率  （２）／（３） 10.44％ 11.00％ △0.56％ 10.61％ 

（２）自己資本 ①－② 2,490 2,471 19 2,481 

 コア資本に係る基礎項目 ① 2,529 2,485 43 2,519 

 コア資本に係る調整項目 ② 39 14 24 37 

（３）リスクアセット（注） 23,850 22,462 1,387 23,370 

（４）総所要自己資本額 954 898 55 934 

 (注)信用リスク・アセットの額及びオペレーショナル・リスク相当額に係る額の合計です。 

なお、信用リスク・アセットは「標準的手法」を、オペレーショナル・リスクは「粗利益配分手法」を採用し算出しております。 

 

○ 金融再生法ベースの不良債権額は前年同四半期末比27億円減少し542億円となり、総与信に占める比率（不良債権比率）も前年

同四半期末比0.19ポイント低下の1.69％となりました。 

○ 平成 28年 12月末の自己資本比率（国内基準）は、連結ベースで 11．08％・単体ベースで 10．44％と引き続き十分な水準を

確保しております。 
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（４） 【時価のある有価証券の評価差額】 
 

 

 

【連結】 

 （単位：億円） （参考） （単位：億円） 

 

平成28年12月末 平成27年12月末 

 

平成28年9月末 

時価 評価差額 時価 評価差額 時価 評価差額 

 うち益 うち損  うち益 うち損  うち益 うち損 

その他有価証券 17,143 823 959 135 17,584 1,001 1,033 32 16,739 768 850 81 

 
株式 1,281 598 607 8 1,336 626 638 11 1,116 430 458 28 

債券 10,281 228 232 3 12,025 240 243 2 10,603 289 291 1 

その他 5,579 △3 120 123 4,223 133 151 17 5,019 48 100 51 

  

 （単位：億円） （参考） （単位：億円） 

 

平成28年12月末 平成27年12月末 
 

平成28年9月末 

帳簿価額 含み損益 帳簿価額 含み損益 帳簿価額 含み損益 

 うち益 うち損  うち益 うち損   うち益 うち損 

満期保有目的の 

債券 
766 36 36 0 820 40 40 0 770 42 42 0 

 

【単体】 
 （単位：億円） （参考） （単位：億円） 

 

平成28年12月末 平成27年12月末 

 

平成28年9月末 

時価 評価差額 時価 評価差額 時価 評価差額 

  うち益 うち損   うち益 うち損   うち益 うち損 

その他有価証券 17,045 767 902 135 17,466 931 964 32 16,644 715 797 81 

 
株式 1,183 542 550 8 1,218 557 569 11 1,021 378 406 27 

債券 10,281 228 232 3 12,025 240 243 2 10,603 289 291 1 

その他 5,579 △3 120 123 4,223 133 151 17 5,019 48 100 51 

 

 （単位：億円） （参考） （単位：億円） 

 

平成28年12月末 平成27年12月末 
 

平成28年9月末 

帳簿価額 含み損益 帳簿価額 含み損益 帳簿価額 含み損益 

 うち益 うち損  うち益 うち損   うち益 うち損 

満期保有目的の 

債券 
766 36 36 0 780 39 40 0 770 42 42 0 

 

○時価のあるその他有価証券の評価差額（連結）は、前年同四半期末比177億円減少の823億円の評価益となりました。 
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（５） 【デリバティブ取引】 

連結子会社においては該当がないため、当行のデリバティブ取引関係を記載しております。 
 

①金利関連取引 

 （単位：億円） （参考） （単位：億円） 

区分 種類 

平成28年12月末 平成27年12月末 

 

平成28年9月末 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

 

 

店頭 

金利 

ｽﾜｯﾌ゚ 
975 3 3 737 2 2 952 3 3 

金利 

ｵﾌ゚ｼｮﾝ 
43 0 △0 249 △0 △2 44 0 △0 

 合計  3 3  2 △0  3 3 

(注)ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

 

②通貨関連取引 

 （単位：億円） （参考） （単位：億円） 

区分 種類 

平成28年12月末 平成27年12月末 

 

平成28年9月末 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

 

 

店頭 

通貨 

ｽﾜｯﾌ゚ 
165 0 0 268 0 0 155 0 0 

為替 

予約 
382 △19 △19 569 1 1 366 6 6 

通貨 

ｵﾌ゚ｼｮﾝ 
3,327 △0 16 4,635 0 26 3,397 △0 20 

 合計  △19 △2  2 28  6 26 

(注)ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

 

③株式関連取引 

該当事項はありません。 

 

④債券関連取引 

該当事項はありません。 

 

⑤商品関連取引 

該当事項はありません。 

 

⑥その他 

該当事項はありません。 
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（６） 【貸出金・預金勘定の状況】 
 

 

 

 

【単体】 
 （単位：億円）   （参考） （単位：億円） 

 平成28年12月末(Ａ) 平成27年12月末(Ｂ) 
比較 

（A）－（B） 

 
平成28年9月末 

貸出金末残 31,230 29,409 1,820  30,799 

 うち県内貸出金 22,616 21,294 1,321  22,277 

 うち中小企業等貸出 18,109 16,681 1,428  17,659 

預金末残 ① 43,980 42,907 1,073  42,978 

譲渡性預金末残 ② 1,960 2,419 △458  2,043 

預金等末残 （①＋②） 45,941 45,326 615  45,022 

 うち県内預金等末残 44,910 44,452 457  44,010 

 うち個人預金等末残 30,891 30,474 417  30,180 

 

 

（７） 【投資信託・公共債等預かり資産残高】 
 

 

 

 

【単体】 
 （単位：億円）   （参考） （単位：億円） 

 平成28年12月末(Ａ) 平成27年12月末(Ｂ) 
比較 

（A）－（B） 

 
平成28年9月末 

預かり資産 5,435 5,679 △244  5,345 

 投資信託 1,056 1,160 △103  1,028 

 公共債 1,306 1,570 △263  1,357 

 終身・個人年金保険等 3,072 2,949 122  2,959 

     

○ 貸出金残高は、県内・県外ともに増加したことから、貸出金合計では前年同四半期末比 1,820億円増加し、3兆 1,230億円と

なりました。 

○ 預金等残高は、個人・法人ともに増加し、全体では前年同四半期末比615億円増加の4兆5,941億円となりました。 

○預かり資産残高は、投資信託及び公共債が減少したことを主因に前年同四半期末比244億円減少し、5,435億円となりました。 

  引き続きお客様のニーズにお応えすべく、運用商品の品揃えを行ってまいります。 

（株）第四銀行（8324）　平成29年3月期第3四半期決算短信

-10-


	第3四半期決算短信.
	2バインダー
	2812四半期連結財務諸表TDnet用
	[添付資料の目次]
	１ 【当四半期決算に関する定性的情報】
	(１)【連結経営成績に関する定性的情報】
	(２)【連結財政状態に関する定性的情報】
	(３)【連結業績予想に関する定性的情報】

	XBRL
	AsyncHTMLOutput1
	AsyncHTMLOutput2
	AsyncHTMLOutput3

	2812四半期連結財務諸表TDnet用注記
	４　【参考資料】





